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平成１７年度の政府の温室効果ガス排出量等について

平成１８年１０月２７日(金)

地球温暖化対策推進本部幹事会

１．平成１７年度の政府の温室効果ガス排出量

○ 平成１７年度における政府の事務及び事業に伴い排出された温室効果ガスの総

排出量は以下のとおり。

( CO2)年 度 排出量 ｔ－

1,994,593基準年度(１３年度)

1,977,683(13年度比－0.8%)１６年度

1,971,101(13年度比 1.2%)１７年度 －

(16年度比 0.3%)－

( ) 1,854,972(13年度比－７%)参考 １８年度目標

○ 詳細な政府実行計画の平成１７年度の実施状況については別添１のと

おり。

． 、 ． 、１３年度比－１ ２％の内訳は 電力使用に伴う排出量が＋４ ７％

それ以外が－５．９％である。

○ また、電力使用に伴う排出量＋４．７％の内訳は、電力使用量の変化

によるものが＋３．７％、単位使用電力当たりＣＯ２排出原単位の変化

によるものが＋１．０％である。
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２．独立行政法人等の進捗状況

に係る調査結果○ 独立行政法人の地球温暖化対策に関する計画の策定状況

については以下のとおり（平成１８年９月時点の情報を環境省で取りまとめ 。）

全施設 一部施設 平成18年

法人別 法人等数 策定済 のみ策定 未策定 度以降策

済 予定

独立行政法人 １０４ １０ ６ ８８ ５４

国立大学法人 ８７ ２２ ４ ６１ ３９

郵政公社 １ １

合 計 １９２ ３３ １０ １４９ ９３

構成比 17.2％ 5.2％ 77.6％ 48.4％

今回の調査結果を踏まえ、関係各府省庁から所管各法人に対し、取組の強化

を依頼する。

３．グッドプラクティス調査

○ 各府 が自らの事務及び事業に関し実施している温暖化対策の優良取省庁

組事例調査について、９月２８日開催の地球温暖化対策関係省庁連絡会で

公表されたところであるが、特に参考となる事例の詳細について別添２の

とおり取りまとめた。

本詳細調査結果については、国や民間団体だけでなく、独立行政法人等に対し

ても活用できるよう情報提供する。

４．平成１７年度我が国の排出量速報値（概要）

○ 平成１８年１０月１７日に公表した平成１７年度の我が国の温室効果ガスの総

排出量（速報値）については、別添３のとおり。
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５．暖房温度の設定について

本日、省エネルギー・省資源対策推進会議省庁連絡会議において「冬季の省エネル

ギー対策について」が別添４のとおり決定された。これを踏まえ、地球温暖化対策の

観点からも、暖房中の室温は政府として１９℃を、民間の住宅、ビル等においては

２０℃を目途に過度にならないよう適切な調整に努めるとともに、執務室で快適に過

ごせるよう適切な服装、いわゆるウォームビズを心がけることとする。

６．今後の取組方針

１ 本年度においては 地球温暖化防止政府実行計画に関する今後の作業の方針 平． 、「 」（

成１８年３月１３日地球温暖化対策推進本部幹事会）に基づき、取組を進めてきて

いるところである。

今般、平成１７年度の我が国全体の排出量の報告が明らかになったこと及びエネ

ルギー消費の多い冬季を迎えることを踏まえ、平成１８年度に１３年度比７％削減

するとの目標達成のために、更に以下の方針で取組を進めることとする。

○ 各府省庁において、省庁全体の実施計画や組織・施設ごとの削減計画に基づ

き、電気・燃料等の購入量の削減、高効率な空調機器・照明などの省エネ機器

の導入、庁舎の改修などによる断熱性の向上等の対策の一層の推進を図る。特

に、グッドプラクティス調査でまとめられた取組については、地方支分部局を

含め政府全体で導入を進める。

○ 各府省庁は、毎月の排出状況を把握し、年度を通じて７％削減目標を達成す

るよう、本年度の冬季の取組を強化するなど取組の進行管理を徹底する。

○ 各府省庁の冬季に向けた取組状況等を把握するため、内閣官房主催で、各府

省庁のヒアリングを行う。

２．総理所信を踏まえた太陽光発電の導入等の整備方針や政府実行計画の目標不達成

に対する措置の内容を含め、平成１９年度以降の次期の政府実行計画についての検

討を進め、平成１９年３月までに当該計画を策定する。また内閣官房主催で、当該

計画策定のための各府省庁のヒアリングを行う。

＜総理所信抜粋＞

･･･政府としても、地球温暖化防止の取組を、まず身近なことから始めるとの考え方の下、

地方支分部局も含め国の庁舎について、太陽光発電の導入や建物の緑化を進めます。
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３．政府実行計画の実施で得た削減の知恵は、地方自治体、独立行政法人等の政府機

関に加え、民間の民生業務活動においても広く活用できること、民生業務部門の我

が国全体の排出量はなお増加傾向にあることから、その情報を広く一般に広めると

ともに、民生業務部門における官民のグッドプラクティスを推奨し、普及を図るた

めの方策を検討し、実施する。
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（参考）平成 年３月 日の地球温暖化対策推進本部幹事会の決定事項18 13

（１）平成１８年度の対策実施

○ 平成１８年度においても、７％削減の達成に向け、電気・燃料等の購入量

の削減を図るとともに、省エネ機器の導入等の対策を実施する。

（２）目標不達成の府省に対する措置

○ 第１約束期間中の累積の超過排出量を次期約束期間に繰り越す京都議定書

の考え方も踏まえ、７％削減目標を達成できなかった府省に対しては、平成

、 。１９年度以降の次期計画において 超過分を追加的に削減する措置を講ずる

（３）次期計画の検討

○ 平成１９年度以降も一層の対策の強化を図ることとし、１８年夏より次期

政府実行計画の作成作業を開始し、１８年度末を目途に取りまとめる。

○ 次期計画における目標設定及び（２）の超過分の追加的な削減措置につい

ては、各府省の排出の実態を踏まえ、さらに検討することとする。

○ 平成１９年度においても、電気・燃料等の購入量の削減を図るとともに、

省エネ機器の導入等の対策についても必要な予算の確保を図る。

（４）電力由来の排出量の削減方策についての検討

○ 電力由来の排出量を削減するため、庁舎の使用電力購入等に際しての省Ｃ

Ｏ 化の要素を考慮した方式について、競争参加資格の設定による方式を一2
部において導入したところであるが、更なる検討を進める。
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各府省別の温室効果ガス排出量とその要因分析

（注１）「○％」とあるのは、１３年度の各府省の総排出量からの増減比率。
（注２）電気の使用に伴うＣＯ２排出量の算出に当たっては、一般には機械的に一般電気事業者 0.378kg-CO2/kWh、その他電気事業者
実測等による原単位、これを把握していない場合には0.602kg-CO2/kWhの原単位を用いている。
（注３）内閣官房の大幅な排出増は、１４年度の内閣衛星情報センター等の運用開始等によるもの。
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